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一般社団法人 情報通信ネットワーク産業協会       

2025年3月19日 
 
 

2024年度第3四半期(10-12月) 通信機械生産･輸出入概況 
 

Ａ．国内市場動向（生産動態統計と貿易統計からCIAJにて纏め）            

（１）機種別の詳細動向（参照：図表A-1） 

機種別の10～12月の実績は以下の通りです。スマートフォン輸入が牽引し、端末機器、ネ

ットワーク関連機器ともに増加したため、前年同期比で増加しました。 

 

① 端末機器：               1兆706億円（前年同期比8.8％増） 

② ネットワーク関連機器：     2,894億円（前年同期比5.9％増） 

なお、生産動態統計と貿易統計から「国内市場規模＝国内生産金額－輸出金額＋輸入金額」

として国内市場規模を算出しています（海外メーカーの輸入額も含みます）。生産動態統計で

携帯電話が秘匿となった期間（2021年度4Qから2022年度3Qまで）はCIAJ推定値を加算。 

 
    図表 A-1  国内市場（機種別、四半期別） 
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Ｂ．国内生産動向（経済産業省「生産動態統計調査」からCIAJにて纏め）        

（１）機種別の詳細動向（参照：図表B-1） 

機種別の10～12月の実績は以下の通りです。 

① 有線端末機器 

313億円（前年同期比22.0％減）。うち電話機3億円（同45.5％減）、ボタン電話装置34億

円（同12.7%減）、インターホン82億円（同8.5％増）となりました。ボタン電話装置は、

大容量のフルIP（クラウド）への代替といった新しい技術への移行が進み、減少しまし

た。インターホンは、セキュリティ対策やIoT技術搭載の需要を取り込み、増加しました。 

② 移動体端末機器 

195億円（前年同期比30.9％減）。うち陸上移動通信装置164億円（同27.3％減）、海上・

航空移動通信装置30億円（同45.8％減）となりました。陸上移動通信装置は様々な産業で

使用されておりますが、昨年度の反動で今年度は市場停滞し、減少しました。携帯電話は、

国内需要が堅調も、海外メーカーの台頭で国内メーカーは低迷しており、減少しました。 

③ 有線ネットワーク関連機器 

338億円（前年同期比22.0％増）。うち交換機31億円（同6.7％減）、デジタル伝送装置128

億円（同108.5％増）、その他の搬送装置179億円（同2.0％減）となりました。PONなどを

含む「その他の搬送装置」は減少しましたが、デジタル伝送装置は、一部の海外キャリアの

需要回復に伴い輸出が伸長しているため、国内生産が増加しました。 

④ 無線ネットワーク関連機器 

125億円（前年同期比15.2％減）。うち固定通信装置79億円（同143.9％増）、基地局通信

装置47億円（同59.6％減）。固定通信装置は、地上系の防災需要に加えて、衛星系では導

入促進の取組が推進されている非地上系通信ネットワーク（HAPS、衛星通信）の実証実験な

どを背景に増加しました。一方で、基地局通信装置は、5G高度化を狙ったSub6やミリ波の新

たな周波数は、人口カバー率やエリア展開などの問題から通信事業者の設備投資が進まず、

国内生産は今期も大幅に減少しました。 

⑤ ネットワーク接続機器 

96億円（前年同期比53.7％増）。ルーター、スイッチともに多くの割合を占める民需の設

備投資が回復し、増加しました。 

⑥ 有線部品（有線機器用リレー、中継器用など） 

60億円（前年同期比10.8％減）。有線部品の国内生産は減少しました。 
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    図表B-1  生産総額（機種別、四半期別） 
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Ｃ．輸出動向（財務省「貿易統計」からCIAJにて纏め）                

（１）機種別の詳細動向（参照：図表C-1） 

機種別の10～12月の実績は以下の通りです。 

① 電話機及び端末機器46億円（前年同期比0.2％減） 

内訳は、携帯電話37億円（同6.8％減）、コードレスホン1億円（同25.9％増）、その他9億

円（同40.3％増）となりました。携帯電話は、北米向けスマートフォンが増加しましたが、

全体では微減となりました。 

② ネットワーク関連機器429億円（同7.2％増） 

内訳は、基地局7億円（同13.2％減）、データ通信機器412億円（同7.5％増）、その他ネッ

トワーク関連機器11億円（同12.7％増）となりました。データ通信機器は、北米での高速大

容量トラフィック増の需要増と、上期まで経済の減速が続いた欧州の設備投資回復により、

全体では増加となりました。 

③ 部品（有線系・無線系の合計）410億円（同2.6％減） 

内訳は、アンテナ5億円（同1.7％減）、その他の部品405億円（同2.6％減）となりました。

全体では減少しましたが、北米向け部品が伸長しました。 

 

    図表C-1  輸出動向（機種別、四半期別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域別の詳細動向（参照：図表C-2） 

地域別の10～12月の実績は、アジア向けが450億円（前年同期比7.5％減）、うち中国向け

は190億円（同3.3％減）。北米向けが296億円（同15.4％増）、うち米国は286億円（同

15.4％増）。欧州向けが110億円（同17.7％増）、うちEUは72億円（同1.3％増）となりまし

た。アジア向けの輸出は減少しましたが、欧州は景気回復を受けてデータ通信機器、北米はス

マートフォンやデータ通信機器の輸出が増加し、輸出全体に貢献しました。 
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（３）地域別構成比 

1位：アジア   50.8％（前年同期比  －5.3％） 

2位：北米     33.5％（ 同        ＋3.9％） 

3位：欧州     12.5％（ 同        ＋1.7％） 

その他地域   3.2％（ 同        －0.3％） 

 

    図表C-2  輸出動向（地域別、四半期別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ．輸入動向（財務省「貿易統計」からCIAJにて纏め）                

（１）機種別の詳細動向（参照：図表D-1） 

機種別の10～12月の実績は以下の通りです。 

① 電話機及び端末機器1兆439億円（前年同期比10.0％増） 

内訳は、携帯電話1兆410億円（同10.1％増）、コードレスホン12億円（同6.9％減）、その

他17億円（同2.0％減）となりました。秋の主要海外メーカーの新製品投入や、2024年末の

総務省のガイドライン改正に伴う駆け込み需要に伴い、アジア（中国）で生産されたスマー

トフォンが輸入増加に貢献しました。 

② ネットワーク関連機器2,764億円（同4.5％増） 

内訳は、基地局33億円（同64.9％減）、データ通信機器2,657億円（同7.0％増）、その他ネ

ットワーク関連機器74億円（同5.8％増）となりました。データ通信機器のうち、スイッチ

ング機器及びルーティング機器1,165億円（同7.8％増）、その他のデータ通信機器（伝送装

置、通信装置、変復調装置等）1,492億円（同6.4％増）となりました。データセンターの設

備増強やそれに伴うネットワーク拡張の投資拡大により、アジアからのデータ通信機器の輸

入が堅調に推移し、増加しました。 

③ 部品（有線機器と無線機器用部品の合計）348億円（同35.4％減） 

内訳は、アンテナ36億円（同8.5％減）、その他の部品312億円（同37.5％減）となりまし

た。部品が減少した背景として、中国・ベトナム・イスラエルからの輸入が大幅に減少しま

した。 
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    図表D-1  輸入動向（機種別、四半期別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域別の詳細動向（参照：図表D-2） 

地域別の10～12月の実績では、アジアからが1兆3,551億円（前年同期比6.9％増）、うち中

国は1兆3,022億円（同7.5％増）。欧州からは222億円（同12.2％減）、うちEUは206億円

（同14.3％減）。北米からは173億円（同20.7％増）、うち米国は164億円（同23.3％増）と

なりました。国内のスマートフォン需要を支える中国からの輸入が大幅に増加しました。 

 

（３）地域別構成比 

1 位：アジア   96.1％（前年同期比 ＋0.5％） 

2 位：欧州      1.6％（ 同       －0.3％） 

3 位：北米      1.3％（ 同       ＋0.1％） 

その他地域      1.0％（ 同       －0.3％） 

 

    図表D-2  輸入動向（地域別、四半期別） 
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Ｅ．受注･出荷動向（CIAJ受注･出荷統計より）                    

（１）2024年度10～12月の実績 

CIAJ会員の国内メーカーによる受注・出荷の実績は3,276億円で、前年同期比20.4％増とな

りました。このうち、国内出荷は2,547億円の同比16.2％増、輸出は729億円の同比37.7％増

となりました。 

国内出荷では、移動体端末機器や有線ネットワーク関連機器が減少した一方で、有線端末機

器や無線ネットワーク関連機器が増加し、前年同期比で増加しました。国内出荷は、無線ネッ

トワーク関連機器の固定通信装置が、防災関連の政府予算が確保されて官庁向けに大幅な需要

増がありました。輸出はファクリミリやデジタル伝送装置が牽引し、大幅増となりました。 

※CIAJ受注・出荷統計 ＝ CIAJ会員の国内メーカーの受注・出荷額 

                  （ ＝ 国内出荷額＋輸出額  ＝ 国内生産額＋海外生産した輸入額 ） 

 

（２）機種別動向 

国内出荷と輸出を合わせた機種別の10～12月の実績は以下の通りです。 

① 有線端末機器 1,203億円（前年同期比17.8％増） 

インターホンのセキュリティ対策やIoT技術搭載の需要増と、ファクシミリ（複合機を含

む）は、国内出荷は堅調に推移したことに加えて、輸出が大幅に貢献し、有線端末機器全体

では同比で増加しました。 

② 移動体端末機器 541億円（同比8.6％減） 

携帯電話は、国内メーカーの低迷により、5G以上、4Gモデルともに前年同期比で減少しま

したが、2024年末の総務省ガイドライン改正の駆け込み需要などを要因として、移動体端

末機器全体での減少は少額にとどまりました。 

③ 有線ネットワーク関連機器 524億円（同比13.9％減） 

新技術への移行が進むボタン電話装置の低迷と、国内を中心にデジタル伝送装置やPONな

どの光アクセス機器が減少したため、有線ネットワーク関連機器全体では同比で減少しまし

た。 

④ 無線ネットワーク関連機器 894億円（同比133.1％増） 

固定通信装置は、地上系の防災関連や、衛星系は遠隔地や災害時における通信サービス導入

促進のための非地上系通信ネットワークへの取組が展開され始めており、無線ネットワーク

関連機器全体では同比で増加しました。 

⑤ その他ネットワーク関連機器 105億円（同比26.9％増） 

企業によるクラウドシフトへのニーズが加速し、データセンターへの設備投資が旺盛な中

で、ルーター、LANスイッチともに出荷が堅調に推移したため、その他ネットワーク関連

機器全体では同比で増加しました。 

⑥ 通信機器用部品 8億円（同74.9％減） 

 

以上 

 

 


